
【 掲載記事 】

国土交通省 北陸地方整備局

2015年 冬号えいぜん通信@北陸

北陸地方整備局が新潟市東区河渡において平成25年12月から整備を進めてきた新潟県警察機

動隊庁舎棟が平成27年2月に完成しました。

新潟駅の北東約7.5km、日本海から約1kmに位置する本施設は、施設の老朽・狭隘等の解消を

図り、有事の危機管理時に即応できるﾌﾚｷｼﾌﾞﾙな施設機能の確保や訓練機能の充実化を目的に、

庁舎棟、宿舎、車庫の全面的な建替え整備を行ってきたもので、平成25年3月には前期工事と

して宿舎棟、車庫が完成しましたが、今回の庁舎棟の完成と構内整備を併せて、3月には施設

の全体整備が完了することになります。

あっと

新潟県警察機動隊庁舎棟

■施設名 ：新潟県警察機動隊庁舎棟

■所在地 ：新潟市東区河渡

■発注者 ：国土交通省北陸地方整備局

■工事期間：平成25年12月～平成27年3月

■構造規模：RC造（一部SRC・S造）3階建て（一部4階建て）
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・・・ 新潟県警察機動隊庁舎棟の整備

・・・ 営繕工事安全連絡会議について

・・・ UDﾚﾋﾞｭｰの実施 (新潟美咲合同庁舎2号館）

・・・ 公共建築の日・公共建築月間について

・・・ 富山県立富山中部高等学校の整備

・・・ 北陸地方整備局管内の国家機関の建築物の現況

・・・ 営繕積算方式とは

・・・ 改正品確法第22条に基づく運用指針

・・・ 平成27年度公共工事設計労務単価等について

1 えいぜん通信＠北陸 2015年冬号

事業紹介

話題

話題

話題

事業紹介

保全情報

Q&A

情報ﾍｯﾄﾞﾗｲﾝ

情報ﾍｯﾄﾞﾗｲﾝ



新潟県警察機動隊庁舎棟の整備

1 配置計画

長方形敷地の北側に庁舎棟、東側に宿舎棟

を配置し、工事中も使用する既存のｸﾞﾗｳﾝﾄﾞ

を維持する立て替え計画としました。また、

両棟を隣接配置して、人の主動線を2階渡り

廊下とすることで、緊密な機能連携を可能と

し、明快で安全な歩車動線分離となる合理的

なｿﾞｰﾝ構成として、機能性と機動性の高い施

設となるような配置計画としています。

2 庁舎棟の概要

庁舎棟の外観は、前期工事で整備した宿舎

棟と同じｺﾝｸﾘｰﾄ打ち放し仕上げを基本として

おり、打ち込み・締め固め・打ち継ぎ・養生

等各工程の品質管理を徹底することで密実か

つ平滑な仕上がりを目指しました。

西面は、敷地出入り口からの意匠性に配慮

して、杉小巾板本実型枠を使用した化粧仕上

げとなっており、事前にﾓｯｸｱｯﾌﾟの製作を行

い、色調や仕上がり状況を確認した上で、慎

重に施工を進めました。

南面のﾊﾞﾙｺﾆｰは、施設利用者がﾘﾌﾚｯｼｭ出来

る空間として整備するとともに、災害時の避

難経路となっており、2階では渡り廊下を介

して庁舎棟と宿舎棟をｽﾑｰｽﾞにつなぐ主動線

にもなっています。

3階の柔剣道場は、鉄骨鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ造の無

柱の大空間として利便性を高め、南面の高窓

外部に木製ﾙｰﾊﾞｰを設置したり内装を木仕上

げとする等、積極的に木材を活用し、暖かみ

のある空間としています。

また、南面の庇やﾊﾞﾙｺﾆｰ、木製ﾙｰﾊﾞｰは適

度に日射を遮蔽する事で、環境負荷低減にも

寄与します。

2 えいぜん通信＠北陸 2015年冬号

事業紹介

3階 柔剣道場

3階 ﾊﾞﾙｺﾆｰ

外観



(1) 会議概要

北陸地方整備局営繕部保全指導･監督室は、

工事現場における事故防止、公衆災害の防止

及び安全管理について、より一層の対策の向

上を図ることを目的として、次のように営繕

工事安全連絡会議を開催しました。

日 時：平成26年12月2日(火)13:30～

場 所：新潟美咲合同庁舎1号館 会議室

参加者：営繕部発注工事を新潟県内で施工

中の現場代理人、監理技術者、工

事監理業務管理技術者等

(2) 会議内容

新潟労働基準監督署安全衛生課担当官によ

る講話をいただきました。

また、現場代理人、監理技術者、監理業務

管理技術者により、それぞれの各現場の安全

管理、労働災害防止対策等、工事安全対策の

取組みを紹介していただきました。

北陸地方整備局からは下記の情報提供を行

いました。

・北陸地整の事故発生状況について

(建設現場における事故件数の推移、発生状

況、事故事例等)

・官庁営繕部の事故防止対策について

(足場からの墜落事故防止対策、屋根工事等

に係る安全対策、発生事故等を踏まえた安

全対策、事故防止に係る広報活動の推進、

降積雪期における労働災害防止について

等)

・事故への対応について

(社内の安全管理体制、工事現場における

日々の安全活動、安全教育の充実等)

会議状況

図1 工事事故速報件数

1 営繕工事安全連絡会議(保全指導･監督室)

・本年8月末の事故件数は、昨年8月末46件から、61件と増加。
・事故の内訳は、労働災害33件（昨年よりも大幅に増加（13
件））、公衆災害28件。
・死亡事故が4件発生し、4人が亡くなっている。

工事事故発生状況（件数）

工事現場で受注者が行う工事事故防止の取組（事故ｾﾞﾛ宣言等）

について、看板等の設置などにより、現場作業員や周辺住民に

周知することを安全協議会等において働きかける。

事故防止のための看板等設置状況

営繕工事安全連絡会議について話題
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事務所長挨拶

会議状況

北陸地方整備局建設労働災害の時間帯別事故発生状況
（H16-H25事故ﾃﾞｰﾀより）

2 営繕工事安全連絡会議(金沢営繕事務所)

(1) 会議概要

金沢営繕事務所は直轄営繕工事における事

故事例等の情報提供するなど労働者の安全及

び公衆災害事故防止に一層努めるよう安全意

識の向上を図る目的として、次のように営繕

工事安全連絡会議を開催しました。

日 時：平成27年1月21日(水)14:00～

場 所：金沢駅西合同庁舎 会議室

参加者：営繕部及び金沢営繕事務所発注工

事を富山県・石川県内で施工中の

現場代理人、監理技術者

(2) 会議内容

石川労働局労働基準部健康安全課担当官よ

り災害防止対策について講話をいただき、金

沢営繕事務所から下記の情報提供を行いまし

た。

・北陸地方整備局建設労働災害の事故発生

状況について

・営繕工事の事故防止対策について

・作業員の安全義務についてﾋﾞﾃﾞｵ放映

直轄工事の事故発生状況について起きやす

い時間帯と事例紹介や元請企業による作業員

の安全について説明しました。

このあと、代表する2社の現場代理人から

、現在施工中の工事現場での安全管理・労働

災害対策や入居庁など含めた公衆災害防止対

策についての取り組み状況を紹介していただ

きました。

最後に各工事現場において無事故無災害に

これまで以上に努められることと、軽微に思

われる事故でも直ちに事務所に報告するよう

依頼し、会議を終了しました。

営繕工事安全連絡会議について話題
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話題

5 えいぜん通信＠北陸 2015年冬号

UDﾚﾋﾞｭｰの実施 (新潟美咲合同庁舎2号館）

1 UDﾚﾋﾞｭｰとは

北陸地方整備局では、誰もが使いやすい

UD(*1)に配慮した官庁施設の整備を推進して

います。

新潟美咲合同庁舎2号館の整備に当たって

は、施工及びﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟの各段階において、UD

ﾚﾋﾞｭｰ(*2)を開催し、施設利用者及び専門家

の視点からの評価・検証を行ってきました。

今回、本庁舎が運用開始2年を経過し、ﾌｫﾛ

ｰｱｯﾌﾟ段階として改めて実際に利用者の実感

に基づく意見を聴取し、本庁舎の運営管理や

今後の施設整備に生かしていくこととしまし

た。

視覚障害をお持ちの方による診断の様子

＊1 UDとは、障がいの有無、年齢、性別、言語等に

かかわらず多様な人々が利用しやすいように施設や

生活環境をデザインすることをいいます。

＊2 UDﾚﾋﾞｭｰとは、より利用しやすい施設の整備

を目指し、施設整備の各段階において行う、UDの視

点に立ったﾆｰｽﾞの把握、解決策の検討、評価及び

検証並びにﾌｨｰﾄﾞﾊﾞｯｸのﾌﾟﾛｾｽをいいます。

2 調査

UD調査は、平成26年7月7日(月)13:30から

14:30にかけて実施しました。

ﾓﾆﾀｰとして、新潟市から紹介を受けた

視覚・聴覚・発達・知的障がいをお持ちの方

と肢体不自由の方、計6名にお願いし、各ﾓﾆﾀ

ｰの方が庁舎内外を移動しながら、移動のし

やすさ、案内表示のわかりやすさ、機器の使

いやすさ等について評価をお願いしました。

なお、意見は同行する整備局営繕部職員が聞

き取り、問診票へ記載しました。

肢体不自由の方による診断の様子

3 主な意見

障がいをお持ちの方に配慮した設備(ｲﾝﾀｰﾎ

ﾝや多目的ﾄｲﾚ等)が設けられていても、設置

されていることを知らなければ有効に活用で

きないので、障がい者団体等を通じて周知す

べきという意見がありました。

また、聴覚障がいをお持ちの方が緊急時の

情報を受け取れない可能性があるので、音声

情報に加えて文字情報を流す電光掲示板が随

所にあったほうが良いという意見もいただき

ました。

4 ﾌｨｰﾄﾞﾊﾞｯｸ

運営管理に関わる意見については管理官署

にお伝えし、運営会議でお話いただくようお

願いしました。施設整備面に関しては今後の

設計等への活用に向け記録するとともに、営

繕部内で発表し(営繕技術検討会)、意見交換

を行いました。



公共建築に携わる国・地方公共団体の機関

では、11月11日を「公共建築の日」、11月を

「公共建築月間」と定め、広く一般の方々に

関心を持っていただき、生活に密着したより

良い公共建築づくりを目指すことを目的に、

各種ｲﾍﾞﾝﾄを実施しています。

1 ﾊﾟﾈﾙ展

「官庁建物にみる新潟地震の記録」

新潟地震から50年の本年、北陸地方整備局

の営繕部倉庫に、当時の官庁建物の被害等を

示す記録写真や図面が残っていることが確認

されました。

官庁建物の受けた被害を中心に、当時の被

災状況を見ていただき、震災についての理解

を深めていただけるよう、今回、主な写真と

図面を用いてﾊﾟﾈﾙ化をし、下記に示す新潟市

内4ヶ所で巡回展示を行いました。

○新潟市中央図書館ほんぽーと

10月11日(土)～10月15日(水)

○新潟市役所①

10月16日(木)～10月24日(金)

○美咲合同庁舎

11月4日(火)～11月27日(木)

○新潟市役所②

11月12日(水)～11月27日(木)

○NEXT21

11月28日(金)～12月5日(金)

主催：北陸地方整備局

共催：新潟市、新潟県、｢公共建築の日及び

公共建築月間｣北陸地方実行委員会

公共建築の日・公共建築月間について話題

【ほんぽーと】
新潟市中央図書館ほんぽ
ーとでの展示をかわきりに
約2ヶ月

【新潟市役所】
本館1階ﾛﾋﾞｰのｴｽｶﾚｰﾀ横で
展示

【NEXT21】
ｱﾄﾘｳﾑ内に展示
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公共建築の日・公共建築月間について話題

2 勉強会「東日本大震災での海上保安部の津

波対応｢～施設整備と機関連携に向けて～｣

「防災・減災新潟ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ2014」及び「公

共建築月間関連ｲﾍﾞﾝﾄ」として、東日本大震災

で津波の襲来をうけた釜石海上保安部の当時

の課長(現 第九管区海上保安本部総務部経理

課長)に、当時の現地の対応や関係機関間の具

体的な連携、災害時に必要とされる施設機能

等についての内部勉強会を下記の通り開催し

ました。

日時：平成26年11月26日(水)15:00～16:30

会場：4F合同会議室1・2

講師：第九管区海上保安本部総務部

山本博文経理課長

参加者：整備局職員33人

(事前申込：営繕部21,企画部16,港湾空港部

12,総務部4,建政部3,河川部3,道路部3)

※11/22長野県北部を震源とする地震への対応あり

【第一部】東日本大震災時対応経験談

・津波襲来時の対応

屋上への避難、燃料・電力・食糧・

通信手段確保、報道機関への伝達方法、

被災者への風呂提供等

・釜石港湾事務所との連携

水深調査、燃料支援、宿舎貸与協力

・新しい石巻港湾合同庁舎の防災面の取組

【第二部】釜石海上保安部の対応(DVD映像)

災害時に必要とされる施設機能や関係機関

間の具体的な連携等に関し、被災官署での実

対応を知り、課題について考えさせられる勉

強会となりました。

講師によるご講演

津波襲来時の対応、釜石港湾事務所との
連携等について説明いただきました

質疑応答では、庁舎位置の考え方、職員
家族の安否確認等について、活発な質疑が
ありました
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公共建築の日・公共建築月間について話題

3 研修会「本格化する公共施設ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄの
進め方及び最新事例」

高度経済成長期に整備された公共施設にお

いては、老朽化が進む一方、少子高齢化や

都市部の人口集中、公的機関の統廃合と

いった社会情勢の変化、また災害時の公的

機関の機能確保といったﾆｰｽﾞの高まりもあ

ります。この様な諸問題に対する今後の公

共施設のﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄのあり方について、知見を

深める目的で開催されました。

講師：(株)ﾌｧｲﾝｺﾗﾎﾞﾚｰﾄ研究所

代表取締役 望月伸一氏

月日：平成26年11月13日(木)

場所：新潟市民芸術文化会館(りゅーとぴ

あ)ｽﾀｼﾞｵA

受講：北陸地方整備局、新潟、富山、石川

県及び新潟市営繕関係職員

4 公開講座金沢城復元｢匠の技｣ｾﾐﾅｰ

金沢城の菱櫓、五十間長屋、橋爪門続櫓、

河北門の復元工事に携わった技術者集団に

より「石川の伝統的建造技術を伝える会」

が結成されました。この会では復元工事で

培った木造の伝統的建造技術を後世に引き

継ぐため、技術の習得、継承を通じて後継

者の育成を図っています。

本ｾﾐﾅｰでは、金沢城復元工事を実際に

行った職人さん達が、復元工事における木

造の伝統的在来工法を一般県民の皆様にわ

かりやすく紹介していただきました。

日時：平成26年11月16日(日)

13:30～16:30

場所：金沢城公園内金沢城・兼六園管理

事務所

主催：石川の伝統的建造技術を伝える会

後援：｢公共建築の日及び公共建築月間｣

北陸地方実行委員会
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富山県立富山中部高等学校の整備

3 施設の特徴

(1)配置・建物形状

南側から北側に向かって建物形状を高くし

て日照や通風を確保するとともに、中庭を囲

んだ一体感のある回廊型校舎が特徴となって

います。また、大階段、生徒ﾗｳﾝｼﾞ等のｺﾐｭﾆｹｰ

ｼｮﾝ空間を中庭を核として配置することで、多

様な活動を生み出しています。

＜中庭と大階段＞

(2)学習環境の整備

少人数授業に対応したｾﾞﾐ室や、教員が生徒

の質問に答える学びの広場、多目的ﾎｰﾙなどを

備え、集中して学び、豊かな人間性を育む環

境を整備しました。

＜多目的ﾎｰﾙ＞

＜学びの広場＞

1 事業の概要

富山県立富山中部高等学校は、平成24年10

月から改築工事に着手し、平成26年3月に新校

舎が竣工しました。新校舎はｸﾞﾗｳﾝﾄﾞに建設し

、新耐震基準である既存の体育館や特別教室

棟と渡り廊下を新設して接続しました。なお

、ｸﾞﾗｳﾝﾄﾞや外構の整備を引き続き実施してい

ます。

2 施設の概要

富山市中心市街地に立地するが、近隣に県

教育文化会館や高志の国文学館があり、北側

隣地は小中学校があるなど、文教拠点として

機能するｴﾘｱに位置しています。また、東に立

山連峰を仰ぎ、西に神通川が流れ、豊かな自

然環境にも恵まれています。

建物概要

・所在地：富山市芝園町 地内

・校舎(普通教室、特別教室、職員室等)

RC一部SRC造 4階建て 8,910.93㎡

・武道場、渡り廊下

S造 2階建て 814.00㎡

・自転車置場、屋外通路

S造 平屋 460.65㎡
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1 はじめに

国土交通省官庁営繕部では、「官公庁施設

の建設等に関する法律」に基づき、国家機関

の建築物等に対する保全の基準を定め、保全

の適正化を図っています。

保全実態調査は、同法13条第2項に基づき、

すべての国家機関の建築物及びその附帯施設

に対して保全状況の報告を求めるものです。

北陸地方整備局営繕部では、保全実態調査

をとおして、管内の国家機関の建築物等に関

する基礎ﾃﾞｰﾀ、各施設の保全実施体制、建築

物等の点検状況、衛生状況、ｴﾈﾙｷﾞｰ消費量等

を把握することにより、保全実地指導等にお

いて保全施策を効果的に発現させることを目

的に、平成26年度保全実態調査結果から保全

の現況をとりまとめました。

2 保全実態調査対象施設の概要

平成16年度より、すべての国家機関を対象

に保全実態調査を行っています。

宿舎を含めた全施設数は504施設で、全延べ

面積は約86万㎡(防衛施設除く)でした。施設

の構成は、地方合同・港湾合同27施設、一般

事務庁舎205施設、宿舎206施設及びその他の

施設(教育研修施設、厚生施設等)が66という

結果であり、宿舎の構成比率が高く、約41%を

占めている状況です。

図1に宿舎を除く施設の経過年数別の施設

数を示しています。40年以上経過した施設数

は約34%、30～40年では約25%、20～30年では

約15%となり、築後20年以上経過した施設数

の割合は約73%を占めています。

図2に宿舎の経過年数別施設数を示してい

ます。築後40年以上経過した宿舎は約18%、

30～40年では約34%、20～30年では約22%で、

築後20年以上経過した宿舎は約74%を占めて

います。

図1 経過年数別施設数(宿舎を除く)

図2 経過年数別施設数(宿舎)
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表1 保全実態調査評点

3 施設の現況

保全実態調査の結果は、施設管理者に保全

の状態を理解しやすいよう、以下の項目ごと

に点数化しています。

・「保全体制及び計画」

保全業務体制や保全計画等の整備状況

・「法定点検実施状況」

建基法、官公法に基づく点検状況

・「施設の維持管理状況」

防災・保守、建物整備、室内環境、衛生・

清掃等の施設状況

表1に北陸地方整備局管内における宿舎を除

く施設における保全実態調査の評点を示しま

す。

総評点は北陸地整管内平均で93.3点であり、

引き続き高い水準を保っています。

(参考：平成25年度92.6点)

4 まとめ

国家機関の建築物等は、国民の共有財産で

あり、長期にわたり良質なｽﾄｯｸとして国民の

社会経済活動の基盤となるよう、適正に維持

されなければなりません。また、厳しい財政

状況の中においても各施設の保全の適正化を

図る必要があります。

施設を長期に良好な状態に保つためには、

保全業務の管理体制を整備すると共に施設の

現況把握に努め、中長期保全計画を作成し、

保全業務を計画的に実施することが必要です。

このため、営繕部及び金沢営繕事務所では、

各施設が適正に活用され、効率的な保全の実

施が図られるよう、積極的な支援・対応を

行っており、その成果としてすべての項目に

おいて、評点が高い水準を保っています。

今後もわかりやすい創意・工夫した保全指

導を展開し、長期にわたる良質なｽﾄｯｸの有効

活用を図っていくことにしています。

北陸全体 新潟県 富山県 石川県

93.3 93.2 93.3 93.5

保全体制及び計画 90.3 91.8 87.9 89.1

法令点検の実施状況 97.4 95.2 99.6 100.0

施設の維持管理状況 92.2 92.5 92.5 91.3

項
目
別

総評点

項目別
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営繕積算方式とはＱ＆Ａ
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国の統一基準である「公共建築工事積算基準」に基づく積算方法に、これまで取り組ん
できた公共建築工事の円滑な施工確保対策(「見積活用方式」の試行、ｽﾗｲﾄﾞ条項の設定・活
用、適切な数量・施工条件等の設定等)を加え、現場の実態に応じて設定する共通仮設費の
積み上げ項目(仮囲い、交通誘導警備員、揚重機等)を適切に計上すること等をﾊﾟｯｹｰｼﾞ化し
たもの

東日本大震災の被災3県において、復興の進捗に伴い

本格化する公共建築工事を確実・円滑に実施するため、復興
加速化会議(第4回)』(平成26年9月27日)で地方公共団体に普
及・促進を図ることを決定

地方公共団体より好意的な意見、業界団体から全国展開を求める声

『営繕積算方式』活用ﾏﾆｭｱﾙ【普及版】を作成・公表、全国展開へ

※ 『公共建築工事「営繕積算方式」活用マニュアル【普及版】』については、以下のアドレスからダウンロードできます。
http://www.mlit.go.jp/gobuild/gobuild_tk2_000009.html

営繕積算方式は、国の統一基準である「公

共建築工事積算基準」に基づく積算方法に加

え、公共建築工事の円滑な施工確保対策や現

場の実態に応じた共通仮設費の積上げ等を適

切に行うことにより、実勢価格や現場実態を

的確に反映した適正な予定価格の設定、施工

条件の変更や物価変動等に適切に対応するこ

とができる積算方式です。

東日本大震災の被災地においては、現在本

格化している災害公営住宅の整備とともに、

復興の進捗に応じて本格化する学校や庁舎等

の公共建築工事を確実かつ円滑に実施する必

要があり、第4回復興加速化会議(H26.9.27仙

台市で開催)において、この課題に的確に対

応することができる「営繕積算方式」を被災

3県の地方公共団体に普及・促進を図ること

がとりまとめられました。

国土交通省では、「営繕積算方式」を分か

りやすく解説したﾏﾆｭｱﾙを作成し、被災3県に

おいて説明会を行い、普及を図ってきました

が、これは被災地に限らず広く公共建築工事

に適用できる共通の内容が多く含まれている

こと、また、「公共工事の品質確保の促進に

関する法律」(品確法)の適切な運用を図るこ

とから、全国の公共建築工事発注機関におい

て活用できるよう、このたび「普及版」とし

て作成しました。

引き続き、公共建築工事の円滑な施工を推

進するため、「営繕積算方式」の普及・促進

を図るとともに、「公共建築相談窓口」にお

いて個別相談等に対応します。また、「営繕

積算方式」の運用状況等を踏まえﾏﾆｭｱﾙの必

要な見直しを行い、適時情報提供してまいり

ます。



1 経緯

公共工事の品質確保に不可欠な担い手の中

長期的な育成･確保を主目的として、建設業

法・入契法等が改正されるとともに平成26年6

月4日に「公共工事の品質確保の促進に関する

法律の一部を改正する法律(平成26年法律第56

号)」が公布、施行されました。

品確法第22条の規定に基づき、各発注者が

発注関係事務を適切かつ効率的に運用できる

よう、発注者共通の指針となる運用指針の策

定に取り組み、平成27年1月30日に開催されま

した公共工事の品質確保の促進に関する関係

省庁連絡会議において、関係省庁申合せとし

てとりまとめられました。

改正品確法第22条に基づく運用指針

2 運用指針の概要

本指針は、品確法第22条の規定に基づき、

同法第3条に定める現在及び将来の公共工事の

品質確保並びにその担い手の中長期的な育成

及び確保等の基本理念にのっとり、公共工事

の発注者(以下「発注者」という。)を支援す

るために定めるものです。各発注者が、同法

第7条に規定する「発注者の責務」等を踏まえ

て自らの発注体制や地域の実情等に応じて発

注関係事務を適切かつ効率的に運用できるよ

う、発注者共通の指針として、発注関係事務

の各段階で取り組むべき事項や多様な入札契

約方式の選択・活用について体系的にまとめ

たものです。

また、国は、本指針に基づき発注関係事務

が適切に実施されているかについて定期的に

調査を行い、その結果をとりまとめ、公表す

ることとされています。
http://www.mlit.go.jp/tec/unyoushishin.html

＊詳細は、国交省HPの該当ﾍﾟｰｼﾞをご覧ください。
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平成27年度公共工事設計労務単価等について

1 平成27年度2月から適用する公共工事設

計労務単価について

農林水産省及び国土交通省が、平成26年10

月に実施した公共事業労務費調査に基づき、

平成27年2月からの公共事業の工事費の積算に

用いるための公共工事設計労務単価を決定し

たのでお知らせします。なお、平成27年3月31

日までに新たな公共工事設計労務単価の決定

を行わない限り、平成27年4月1日以降もこの

単価を引き続き適用します。

2 公共工事設計労務単価設定のﾎﾟｲﾝﾄ

(1)最近の労働市場の実勢価格を適切・迅速に

反映させるため昨年度に引き続き労務単価

改定を前倒しして行いました。

(2) 昨年度に引き続き社会保険への加入を徹

底させる観点から、必要な法定福利費相

当額を反映させました。

全職種平均 全国(16,678円)

平成26年2月比；＋4.2%増

(平成24年度比；＋28.5%)

3 設計業務委託等技術者単価について

設計業務等技術者給与実態調査に基づき平成27

年度設計業務委託等技術者単価を決定したのでお

知らせします。

前年度比の基準日額は下記の通りです。

全業種平均 H26年 (32,640円)

H27年 (34,175円)

＋4.7%増

えいぜん通信＠北陸は、北陸地方整備局のホームページでも読むことができます。

北陸地方整備局営繕部及び金沢営繕事務所の業務全般に関しても、北陸地方整備局のホー

ムページで 紹介しております。どうぞ、ご覧ください。
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■節電相談窓口

○北陸地方整備局営繕部 保全指導・監督室

TEL: 025-280-8880（内線5512）課長補佐

○金沢営繕事務所

TEL: 076－263－4585 技術課長

■ 公共建築相談窓口

北陸地方整備局では、国等の機関や地方公共

団体からの公共建築に関する疑問・質問等にお

答えする「公共建築相談窓口」を開設していま

す。お気軽にご相談ください。

○ 北陸地方整備局営繕部 計画課

TEL: 025－280－8880（内線5153）

（保全関連は内線5512）

FAX: 025－370－6504

e-mail: pb-soudan@pop.hrr.mlit.go.jp

○ 北陸地方整備局金沢営繕事務所 技術課

TEL: 076－263－4585

FAX: 076－231－6369


